
決算書掲載頁　237

学校教育と社会教育が連携することにより、新たな活動や取組みを生み出すこと。
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河内長野市民（学校教育関係者、社会教育関係者）

今後も円滑に学社連携事業が実施できるように、コーディネートを行っていく。
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対
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学校教育と社会教育が連携して実施したい活動を円滑に推進するためのコーディネートを行う。
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学校の教育活動を支援するため、地域住民の学校支援ボランティアなどへの参加をすすめることで、学校教育の充実、
地域の教育力の向上を図る。
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直営 平成21年度 次世代育成支援対策推進法、児童福祉法、大阪府子ども条例

河内長野市民

学校支援地域本部事業の定着を図るように、各中学校区の活動等の情報交換等を積極的に行う。
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学校と地域のボランティアをつなぐ学校支援コーディネーターが中心となり、学校の求めと地域の力をマッチングして、よ
り効果的な学校支援を行う。目
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細事業：学社連携事業                        

１．学社連携事業 

 学校教育において、ふるさとを知る、ふるさとに愛着をもつため「ふるさと学」を推進している。その一環とし

て、各学校と社会教育が連携し、市内の各施設において、子どもたちが体験活動を行うための支援を行った。 

 また、学社連携事業として実施している下記事業のコーディネートを行った。 

   ・くろまろ館体験学習 

   ・エネルギー環境教室 

   ・インターネット安全教室 

   ・学校におけるスポーツ普及啓発活動 

   ・えほんのひろば 

   ・ガーデニング教室 

 

細事業：学校支援地域本部事業                    

１．学校支援地域本部事業  

地域全体で学校教育を支援するため、学校と地域との連携体制の構築を図り、地域住民が学校支援ボランティアと

して活動するための体制を整備した。各小学校に学校支援地域本部をはじめとする地域住民の交流・活動の拠点づ

くりを整備することで、「あいさつ運動」「清掃活動」等、学校と地域の連携活動の打ち合わせや、学校支援コーデ

ィネーターが学校・地域の窓口としての活動を行う上でより動きやすい環境づくりができた。また、地域の方々の

「読みきかせ」や「昔遊び」などの体験交流活動を行う場として活用するなど、「見守り隊」や「学校支援ボランテ

ィア」等を含め、地域の方がさまざまな活動を通じて学校を支援するための体制が構築された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


